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【緊急】青森県東通村保幼園設置に伴う職員の分限免職方針撤回を求める
緊急抗議打電行動について

　連日の取り組みに対し敬意を表します。
　さて、青森県東通村は2004年7月に実施した幼稚園と児童館・保育所等に関するアンケート調査結果に基づき、2008年3月にこれらの施設を一元化して保育所型認定こども園を設置し、社会福祉法人に委託するという計画を打ち出しました。
　村当局は2010年3月1日、該当する職員の処遇について、①正規職員16人は一般事務職員として庁内へ移動、②臨時職員11人は保幼園運営法人への優先雇用を依頼する、という方針を教育民生常任委員会に示しました。
　しかし、当局は2010年11月24日、職員の処遇について、
1 現在在職する職員は、まず、法人が行う採用試験を受験し、合格を目指して頂く。
2 上記①以外で退職勧奨を受ける職員はそのように対応する。
3 上記①及び②以外の職員は、地方公務員法第28条に基づく「分限措置」で対応する。
というこれまでの方針を一変させた内容を関係職員に説明しました。
2011年2月5日、関係する職員10人は村当局の方針に納得できないとして、労働組合を結成（自治労加盟）し、2月15日、村長に対して組合結成通知書と要求書並びに、労働条件に関する団体交渉の申し入れを行ってきました。
5月16日に村当局と交渉し、この間の経緯を当局に説明させるとともに、関係職員の処遇方針の変更を強く求めましたが、村長は欠席し、交渉は平行線に終わりました。その後も日程調整できないなどの理由から、村長交渉は再三延期となっていました。
一方、自治労青森県本部は、6月16日の第12回中央執行委員会で「東通村職の保幼園設置に伴う職員の分限免職撤回に向けた現地闘争委員会」の設置を決め、「保幼園設置に伴う職員の処遇に関して示している村の方針の撤回」に向け取り組んでいくことを確認、8月10日に第１回闘争委員会を開催し、村長交渉の実現をはじめとした当面の方針を確認するとともに、8月19日には県本部第7回単組代表者会議において、東通村職の闘いを全面的に支援していくことを決定しました。
9月16日に村長交渉を実施したものの、当初の考え方を変えるつもりはないとのことから、青森県本部闘争委員会は徹底して闘うことを確認しました。
これらの状況を踏まえ、青森県本部闘争委員会は、「分限免職方針の撤回」を求め、12月7日（水）に東通村庁舎前において、300人規模の抗議集会を実施することを確認し、その前段の行動として、「緊急抗議打電行動」を下記のとおり展開することとなりました。お忙しい時期ではございますが、各地本、単組・総支部での積極的な取り組みを要請いたします。
記

１．青森県東通村長への抗議打電（Fax）行動
(1)ＦＡＸ送信先（２ヵ所）
①東通村長　越善靖夫　　ＦＡＸ：0175-27-2130（村役場）
(〒039-4292 青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内５番地３４　東通村庁舎内)
②東通村教育長　川畑修二　　ＦＡＸ：0175-27-3027（村教育委員会）
(2)打電例 下記例文の通り
２．取り組み主体　道本部・地本・単組・総支部　及び、各社会福祉評議会
３．取り組み期間　12月6日（火）までに実施をお願いします。
４．取り組み報告　12月9日（金）までに別紙報告書でご報告下さい。

５．本件に関するお問い合わせ　　道本部公共サービス政策局（担当：相内・高田）
　　　　　　　　　　　　　　　　TEL：０１１－７４７－３２１１
以　上


青森県東通村保幼園設置に伴う職員の分限免職方針撤回を求める緊急抗議打電行動
実施報告（報告期限12月9日）
地本・単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　

実施日　　１２月　　　　日　
打電数　　　　　　　　通　
送付先：自治労道本部公共サービス政策部（ＦＡＸ：011-700-2053）
2011年　　月　　日
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抗 議 及 び 要 請





　貴職は、保育所・幼稚園・児童館を廃止し、新たに「認定子ども園」を設置して、運営を社会福祉法人に委託することとし、勤務している職員については、一方的に「地方公務員法第２８条に基づく分限免職処分」を発令するという方針を示している。


職員の労働条件の重大な変更にも関わらず、村職員組合との合意もないままに同処分を発令しようとする貴職の姿勢は、裁量権の乱用・暴挙である。


よって、下記のとおり抗議する。


①　村職員として働き、これからも働き続けたいとしている職員に対し分限免職処分を発令することは、雇用情勢の厳しい中、失業者として社会に放り出すという非人道的な行為である。


　②　職員組合との合意がないなかで、職員の免職につながる村職員定数を削減するための条例改正は、常軌を逸している。


③　職員組合の求めている「分限免職処分方針の撤回」「関係する職員の配置換え」に関する話し合いに応じる姿勢を見せないことは、不誠実そのものである。


　同時に貴職に対して、東通村職員組合が2011年11月28日付で申し入れたこの問題に関する団体交渉に応ずるとともに、団体交渉の場で以下の点を明らかにするよう求める。


①　分限免職処分の村方針をただちに撤回すること。


②　職員の免職につながる村職員定数を削減するための条例の改正は取りやめること。


③　配置換えなどにより、関係する職員の身分を保障すること。





以　上





別　紙








